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１．地域社会が抱える課題
(1) 人口減少・少子高齢化
・地域の生産年齢人口の減少
・地域の新規就業機会の減少
・地域の市場規模の縮小
・社会保障等の行政コストの増大

(2) 経済構造変化
・地域産業の衰退・他地域への販路拡大
・インバウンド需要への対応

(3) インフラ老朽化・自然災害リスクの増大等
・インフラ老朽化
・公共・準公共サービスの維持困難化
・自然災害の激甚化
・感染症等新たな危機
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１．地域社会が抱える課題
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(1) 人口減少・少子高齢化（地域の生産年齢人口の減少） 3

○ 東京圏が伸長する形で、三大都市圏以外の地域の人口比率は減少。
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【出典】総務省「住民基本台帳に基づく人口、事項動態及び世帯数」
（ https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/daityo/jinkou_jinkoudoutai-setaisuu.html）を基に作成
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4(1) 人口減少・少子高齢化（地域の生産年齢人口の減少）

○ 改善傾向だが7割近い自治体で転出超過が発生。背景には公共サービスの整備不足等があげられる。
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医療施設、サービスが不足している

道路や公園などが整備されていない

産業（農業、漁業、商工業など）に活気が無い

自然災害への対策が不十分

子育て環境が充実していない

福祉施設、サービスが不足している

教育環境が充実していない

街並みが雑然としている

近隣住民とのつながりが弱い

芸術・文化に触れる機会が少ない
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中小自治体での転出理由 (神奈川県葉山町の例)転出・転入超過自治体の割合推移

【出典】総務省「住民基本台帳人口移動報告」
（ https://www.stat.go.jp/data/idou/index.html）を基に作成

【出典】葉山町第五次葉山町総合計画の策定に向けたアンケート調査報告書
（https://www.town.hayama.lg.jp/material/files/group/2/5thsurveyreport.pdf）を基に作成
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5(1) 人口減少・少子高齢化（地域の新規就業機会の減少）
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○ 地方では就業機会が不足し、東京圏に新規の就業者が集中。

地方の有効求人倍率は相対的に低く、就業機会が不足 東京圏に新規の就業者は集中

【出典】労働政策研究・研修機構「都道府県別有効求人倍率」
（ https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/shuyo/index.html）を基に作成

【出典】総務省「労働力調査」
（https://www.e-stat.go.jp/surveyplan/p00200531001）を基に作成
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6(1) 人口減少・少子高齢化（地域の市場縮小）

○ 二人以上世帯の１世帯当たり消費支出のここ10年での変化を地域別にみると、大都市・中都市圏で
は増加しているが、小都市・町村では減少しており、世帯当たりの購買力が低下。

【出典】総務省家計調査（家計収支編） 調査結果
（ https://www.stat.go.jp/data/kakei/2.html ）を基に作成
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7(1) 人口減少・少子高齢化（社会保障等の行政コストの増大）
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○ 要介護者増加に伴い、市町村の介護保険負担額は10年間で年率4.3%増額。

○ 高齢化等に伴い、地方の医療費負担額は10年間で年率2.8%増加。

市町村の介護保険負担額1)は年率で4.3%増加
市町村の介護保険負担額の推移

地方の医療費負担額2)は年率で2.8%増加
地方の医療保険負担額の推移
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1.全体の介護保険費に市町村の負担分(12.5%)をかけて試算
【出典】厚生労働省 「介護保険制度をめぐる最近の動向について」

（ https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000917423.pdf）を基に作成

2.国全体の医療費のうち、地方（都道府県・市町村）の財源を掲載
【出典】厚生労働省 「国民医療費の状況」

（https://www.e-stat.go.jp/surveyplan/p00200531001）を基に作成
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8(2) 経済構造変化（地域産業の衰退・他地域への販路拡大）
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2015 2020(万人)
業種別 労働力人口

-1.78% -0.86% -0.96% -0.69% -0.1% 0.37% -1.44% 0.68% 1.12% -1.1% 0.92% 0.77% -1.12% -2.0% 0.68% -6.5%年成長率

○ DX・GXの流れの中、生産拠点の事業縮小・海外移転が続き、製造業・建設業を中心に雇用が減少。

○ 少子高齢化を受けた医療介護など、医療・福祉やサービス産業の比重が向上。

三大都市圏に該当する都道府県を除き集計（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）
【出典】総務省統計局国勢調査（ https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/index.html ）を基に作成
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(2) 経済構造変化（地域産業の衰退・他地域への販路拡大） 9

○ 農業では、海外市場向けのブランディング対応が必要となり、競争軸が変化。

○ 農林水産物・食品の更なる輸出拡大に向け、海外需要の把握・商流構築やマーケティングなどの販路
拡大戦略が進行。

輸出拡大に向けた輸出支援プラットフォームの体制強化・海外
向けマーケティングを実施高単価の作物を中心に食料輸出額は増加傾向

【出典】農林水産省「令和4年度食料・農業・農村白書」
（ https://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/r4/pdf/r4_gaiyou_all.pdf ）を基に作成

【出典】農林水産省「５兆円目標に向けた更なる取組の強化について」
（ https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/progress/attach/pdf/index-8.pdf ）を基に作成

総論
１．地域社会が抱える課題



10(2) 経済構造変化（インバウンド需要への対応）

○ コロナ禍で大幅に落ち込んだインバウンドは2022年以降堅調に回復、コロナ前の水準に戻りつつある。

○ 一方で、観光地における過度の混雑やマナー違反による生活への影響、旅行者の満足度低下に懸念
が生じており、オーバーツーリズムへの対策が求められる。

全国の観光地ではオーバーツーリズムによる弊害が発生
訪日外国人旅行者数は2022年9月時点でコロナ前の
96％にまで回復

【出典】国土交通省「観光の現状について」
（ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kankorikkoku/dai21/siryou.pdf ）を基に作成
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11(3)インフラ老朽化・自然災害リスクの増大等（インフラ老朽化）

○ 高度成長期に整備した社会インフラの老朽化が急速に進行し、今後建設後50年以上経過する施設の
割合が加速度的に高くなる見込みであり、対策が求められる。

○ 地方における一人当たりのインフラ維持コストは増加し、地方財政の負担となっている。

人口減少等により、地方のインフラコスト負担は増加の見込み老朽化した社会インフラは今後加速度的に増加

25
39

63

0

20

40

60

80

100

(%)

2018 2023 2033

道路橋

20
27

42

2018 2023 2033

トンネル

32
42

62

2018 2023 2033

河川管理施設
（水門等）

8
21

4
2018 2023 2033

下水道管

17
32

58

2018 2023 2033

港湾岸壁
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【出典】国土交通省「インフラメンテナンス情報」ウェブページ「社会資本の老朽化の現状と将来」
（ https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/02research/02_01.html）を基に作成

【出典】内閣府「令和3年度経済財政白書」
（ https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je21/pdf/p020123.pdf）を基に作成
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12(3)インフラ老朽化・自然災害リスクの増大等（公共・準公共サービスの維持困難化）

地域特性別の交通手段利用割合 (平日)

1. 定義は都市交通調査のものを援用。
三大都市圏例：さいたま市、千葉市、東京区部、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、
地方都市圏例：湯沢市、伊那市、上越市、長門市、今治市、人吉市
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三大都市圏1 地方都市圏1

日本全国の一般路線バスの廃止路線キロ数 (km)

○ 地方でのバスの利用率は微減傾向にあり、自動車中心の生活が加速。公共交通機関の機能が低下
していることが窺える。

一般路線バスは2019年時点で約7.7千kmの路線が廃止地方でバスの利用割合が微減

【出典】国土交通省「都市交通特性調査」
（ https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001711623.pdf）を基に作成

【出典】国土交通省「乗り合いバス路線の許可・休止・廃止状況の推移」
（ https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/progress/attach/pdf/index-8.pdf ）を基に作成
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13(3) インフラ老朽化・自然災害リスクの増大等（自然災害の激甚化）

○ 豪雨・台風・高潮や熱波等の気象災害が激甚化し、従来の想定を超えた対応が急務に。

R４年度の主な水害・土砂災害等激甚災害の指定件数
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【出典】内閣府 「内閣府防災情報ページ」
（ https://www.bousai.go.jp/taisaku/gekijinhukko/status.html）を基に作成

【出典】国土交通省「水害レポート2022」
（ https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/pdf/suigai2022.pdf）を基に作成
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14(3) インフラ老朽化・自然災害リスクの増大等（感染症等新たな危機）

• レジャー施設から逃げ出した害獣のキョンが野生化
• 生息分布は4市町(2004)から17市町(2020)に拡大し、推定生息数は約9千頭(2006)
から約8.4万頭(2025)となる見込み

• ハンターの人材育成や、委託事業として民間企業に公募を実施
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○ コロナ禍等の感染症、外来の鳥獣害が新たな地域の脅威となり、危機管理の幅が拡大。
・ 新型コロナウイルスは瞬く間に感染者数を拡大。
・ 千葉県では外来の獣害キョンの被害対応に苦戦。

千葉県南部における外来の害獣キョンの被害概要新型コロナウイルスの感染者数

【出典】厚生労働省 「内閣府防災情報ページ」
（ https://covid19.mhlw.go.jp/ ）を基に作成

【出典】千葉県「第2 次千葉県キョン防除実施計画」
（ https://www.pref.chiba.lg.jp/shizen/shingikai/kyon/documents/08_sankousiryou3.pdf ）を基に作成
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２．デジタル技術に期待される役割
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(1) 労働生産性の向上 16

サービス提供者
検討フェーズ
導入にあたって
工夫した点

概要

○ 林業従事者の安全性・生産性向上：愛媛県久万高原町の圏外区域の森林におけるLPWA通信網整備

地域課題･背景 サービス内容

• メディア活用による、町全体の巻き込み
– LPWAのシステム導入以前に、NHKに取り上げてもらうことで、取り組みの周知と、

”やらないといけない”状況を作り上げた
• 消防等を活用し利用者の理解を促進

– 住民からの信頼性の高い”消防”から住民に対して直接説明してもらうことで、意義・目的の理解や利用の促
進を図った

• 他職員の状況を加味しながら、適切なタイミングでの巻き込みを実施
– 多忙な林業課をスタート時には巻き込まず、情報共有のみ行いながら、自走化のタイミングに合わせて、段階

的な引継を実施
• LPWA網の林業以外への横展開による費用対効果の向上

– 林業用に整備したLPWA網を活用し、不法投棄の記録や介護見守りに活用することで、久万高原町としての
費用対効果が成立することを目指している

フォレストシー株式会社
構築・導入済み。LPWAの更なる活用を目指しテストフィールド提供中 (2022年4月現在)

• LPWAを使用した通信システムを構築・林業ジオチャットを導入
– LPWAとは通信機器の消費電力を抑え低コストでの長距離
通信を実現する無線通信技術

– 親機・中継器を町内に設置し、LPWA通信網を構築
– 林業安全性・生産性の向上を目指しLPWA子機を250万
台導入し、林業従事者に貸与（位置情報・SOS発信・テキ
ストチャット機能搭載）

– 久万高原町消防本部の協力により、林業ジオチャットからの
SOS発信を消防本部で直接受け取り、119番通報があった
場合と同様の救急・救助活動を行う体制を構築

久万高原町では、町内の
通信状態の悪さにより林業
業務やその安全性に支障
をきたす課題を抱えていた
• 町内の森林に携帯電
話が通じないエリアが
点在

• 主幹産業である林業
では施業場所からの緊
急時救助要請や業務
生産に関わる連絡が
できない

【出典】久万高原町ウェブページ「久万高原町のLPWAに関する取組みについて」
（https://www.kumakogen.jp/soshiki/17/13061.html）を基に作成

総論
２．デジタル技術に期待される役割



(2) 産業の高度化・合理化 17

公共交通機関が都市全
体をカバーしきれず、
交通空白地帯が存在する
ことで、住民が便利な生活
を享受できない
• 自家用車以外の
交通手段を持たない
住民の外出機会の
減少

• 高齢になっても
自家用車を手放せず、
高齢運転者による
交通事故が増加

• Webサービス「MaeMaaS」を導入。市内の多様な交通モードを
シームレスに案内
– 鉄道･路線バス･デマンドバス･シェアサイクルに対応した
リアルタイム経路検索を提供

– 市内3エリアを運行しているデマンド交通3路線の予約を
一括して可能に

– 「MaeMaaS」内で、対象となる市内公共交通が1日乗り放
題となるデジタルフリーパスを購入可能

– 新型コロナウイルス対策として、地点別/時間帯別の
混雑状況を確認できる機能も搭載

東日本旅客鉄道株式会社、一般社団法人ICTまちづくり共通プラットフォーム推進機構ほか
社会実装を見据え実証中 (2020年1月より)

• 取組に際し、市や鉄道･バス事業者、大学、通信事業者等10団体からなる「前橋市新モビリティサービス推進協議会」
を設立
– 市内の交通事業者と緊密な連携を図り検討を実施

• 利用促進策として、SNSでの発信や、市民割引、クーポンキャンペーンを実施
– 交通系ICカードの登録とマイナンバーカードの認証連携により、前橋市民限定の乗車賃特別割引を実施
– MaeMaaSで販売中のデジタルフリーパスを利用中に、対象の飲食店で1,000円以上の会計時にその場で500円が
割引になる期間限定クーポン

• スマホの利用が困難な人向けに対面でのサポート窓口を設置
– 市役所一階に常設窓口を設置
– 市内のイベント開催時には、前橋駅構内に臨時サポート窓口を設置

サービス提供者
検討フェーズ
導入にあたって
工夫した点

概要

○ 交流・関係・定住人口の呼び込み：前橋市のMaeMaaS

地域課題･背景 サービス内容

【出典】国土交通省「令和３年度日本版MaaS推進・支援事業１２事業について」
（https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001419406.pdf）を基に作成

総論
２．デジタル技術に期待される役割



(2) 産業の高度化・合理化 18

市内のモビリティニーズ、
サービス提供者不足により
交通インフラに課題を抱え
る
• 塩尻市では平成11年
から民間委託によりコ
ミュニティバス「すてっぷ
くん」を運行していたが、
利用者ニーズの多様
化に伴う需給のミスマッ
チなどを背景として、利
用者数が減少

• 運行を担う事業者の
立場としても乗務員の
高齢化、担い手不足
が深刻化し、サービス
の持続性が低下

• 利用者が乗りたい時にアプリや電話で呼べる乗合バス「のるーと
塩尻」を導入。
– A Iシステムが乗合い状況や道路状況に応じて車両に効率
的なルートを案内

– 塩尻駅を中心とした10平方キロの運行エリアに人口密度が
高いエリアや観光拠点、商業施設など111箇所のミーティン
グポイントを設置

– 今後は市内で行っているMaaS事業を松本市まで拡大した
「広域医療連携MaaS実証事業」を行いオンデマンドバス・鉄
道・バスを組み合わせた移動をサポート予定

塩尻市、ネクスト・モビリティ株式会社
導入済み (2022年4月より)

• DX戦略策定による他部門の巻き込み
– 自治体には新しいことに抵抗のある職員がいるが、「DX戦略」を議会を通したことで、抵抗感のあった自治体

内組織も参画
• 利用者への直接説明による、デジタルへの理解の促進と抵抗感の排除

– 実証実験を行う地域の全住民宅、既存のバス利用者に直接サービス内容の説明をすることで、理解を獲得
• 民間企業から自動運転の知見を獲得

– 過去から実施してきた自営型テレワーク事業「KADO」を通じて、自動運転に知見のあるアイサンテクノロジーズ
と知り合い、紹介から自動運転に必要な企業に参画してもらうようことで知見を活用

• 民間企業並みの”速さ”で、意思決定するために新たな組織(振興公社)を設立
– 世の中と同等以上のスピードで変革を実現するため、市役所の意思決定ラインと切り離した”塩尻振興公社”

を立上
– 四半期での予算～実行のPDCAを実施

サービス提供者
検討フェーズ
導入にあたって
工夫した点

概要

○ AI活用型オンデマンド乗合バス：長野県塩尻市の「のるーと塩尻」

地域課題･背景 サービス内容

【出典】長野県塩尻市 のるーと塩尻プレスリリース
（https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000029.000072283.html）を基に作成

総論
２．デジタル技術に期待される役割



(3) 公共・準公共サービスの効率化 19

住民は行政手続きのため
に開庁時間内に直接窓口
まで出向かねばならず、
待ち時間も発生し、不便

従来の電子申請システム
では、簡易的な行政手続
きしかオンライン化が実現
できていなかった
• インターネット上での
本人確認や手数料の
支払い等に対応して
いない

㈱ TKC

実装段階 (2020年8月より)

• 方針策定にあたり、まず「行政手続きの棚卸し」「電子申請システムの機能調査」を実施
– 「行政手続きの棚卸し」では、半年ほどかけてすべての行政手続きに対し、その手続きはどんな根拠法令に基づくもの
か、申請受付から交付までの事務処理や利用する業務システムは何か、申請の対象者は誰か、押印･決済は必要
なのか、処理時間はどの程度かかっているのか等の業務特性を調査

– 「電子申請システムの機能調査」については、市が目指す次世代の電子申請システムにはどんな機能が必要なのか、
それは既存製品の機能で十分なのか、新しい機能が必要なのかどうか、等を調査し、電子申請システムに求められ
る機能要件を整理

• 上記調査結果をもとに、「大阪市行政手続きオンライン化推進計画」を策定し、方針を明文化
• オンラインで行える申請や手続きが拡大するよう、BPR（業務改革）とシステムの機能拡充を推進している。取り組み
を推進するにあたっては、申請数が多い手続きや窓口に訪れることが難しい方に関係する手続き等から優先的に検討
するとともに、窓口の混雑緩和や市民の手続き時間の短縮に向け、「スマート申請（オンライン上での手続き判定及び
事前申請入力）」の実現に取り組んでいる。

サービス提供者

検討フェーズ
導入にあたって
工夫した点

概要 • 新たに「大阪市行政オンラインシステム」を構築。
2021年度に500手続き、2023年度に1,000手続き、
2025年度に2,000手続きのオンライン化を目標とし
ている。

• 本人確認はマイナンバーカードで、手数料支払いは
クレジットカードによるオンライン決済が可能。（事
業者向け手続きに関しては、GビズIDにも対応。）

• 手続きの進捗を見える化し、利用者自らマイページ
で審査状況を確認できる。審査ステータスの変更は、
プッシュ通知でお知らせすることも可能。

地域課題･背景 サービス内容

○ 行政サービスやインフラの持続化：大阪市のオンライン申請

【出典】大阪市 行政手続きオンライン化推進計画（https://www.city.osaka.lg.jp/ictsenryakushitsu/page/0000320729.html#online）及び
ICT戦略室へのインタビュー（https://www.tkc.jp/lg/kaze/202010tokusyu/）を基に作成

総論
２．デジタル技術に期待される役割



(4) データ連携による付加価値の付与 20

災害時に、迅速かつ一元的
に情報把握を行う手段が
ない

• 住民から見て避難
すべきタイミングが
分からない

• 情報がばらばらの媒体
で表示されていると、
情報が錯綜し混乱が
生じる恐れがある

• 市内の河川に水位計と公共施設に雨量計を取り付け、超音波
や電波 (レーダー) により観測した雨量と水位をインターネット上に
公開する「藤枝市水位･雨量観測システム」を構築

• LPWAを活用し、市内21地点(水位計17河川19地点、雨量計2
地点) に設置した計測器からの情報データは、場所や時間に関
係なく、いつでも誰でもスマホなどの情報端末機器を介して閲覧が
可能

㈱イートラスト
実装段階 (2018年5月より)

• ICTによる地域活性化を目的とした産学官連携団体「藤枝ICTコンソーシアム」を設立
• ソフトバンク㈱と包括連携協定を締結。市内のほぼ全域をカバーするLPWA (Low Power Wide Area) 通信網を敷
設。「IoT (LPWA) プラットフォームを活用した実証実験事業 (公共テーマ型)」を契機にシステム構築

• 観測計器の設置にあたっては、国や県が設置し情報公開している水位計、雨量計をカバーするよう配置を検討する
とともに、住民の避難行動のために必要とする地点に設置。

• 観測地点が増えることで、住民が閲覧しにくくならないよう「藤枝市水位・雨量観測システム」の刷新を予定。
• 令和2年度より国の「スマートシティ先行モデルプロジェクト」により、市内中小河川の観測地点の水位・雨量データや
気象データ等を用いてAIにより数時間後の河川水位予測を予測する実証実験に、当該サービス提供者も参加し、
取り組む。

• 住民の避難行動を促すとともに、事前の水防活動の実現のため、引き続き予測精度向上のための実証実験に取り
組み、令和5年度の実装を目指す。

サービス提供者
検討フェーズ
導入にあたって
工夫した点

概要

○ 非常時・災害時の共助の確保：藤枝市の災害ダッシュボード

地域課題･背景 サービス内容

【出典】藤枝市 水位・雨量観測システム（https://fujieda.e-monitor.jp/fujieda/）及び
ソフトバンク事例紹介ページ（https://www.softbank.jp/biz/customer-success-stories/201808/city-fujieda-shizuoka/）を基に作成

総論
２．デジタル技術に期待される役割



(4) データ連携による付加価値の付与 21

森町ではひぐま出没時の情
報制度・情報連携に課題を
抱えていた

• ひぐま出没情報の研究
データの制度が低い・即
時性がない

• 出没発券から報告まで
の処理工数が多い、紙
やデータ等の多重管理
問題

• ひぐまの出没情報を地図上で共有できるネットサービス「ひぐまっ
ぷ」を提供

• クラウド入力システムによってすぐに情報取得が可能
• 市町村ウェブサイトへひぐまっぷ埋め込みが可能
• 市町村間で共通の業務を同一プラットフォーム上で実施し、データ
の互換性を確保。出没状況も横断的に共有・分析可能

北海道立総合研究機構環境化学研究センター、だっぴスタジオ等
導入済み (2017年より)北海道森町含む、道南20市町村で利用

• IC研究者や市町村担当者からのニーズのヒアリング
– 道総研や市町村のヒグマ担当者からの”声”を基に、住民向けから研究者・市町村担当向けのサービスに

アップデート
• 町内の反発や抵抗を回避するための根回し・調整

– 新しいことの挑戦が上司から反対される可能性が高い中で、敢えて担当者に秘密裏に利用してもらい、既
成事実化を図った

• 開発(民)・知見提供(学)・金策(官)といった関係者の役割の明確化
– だっぴスタジオはシステム開発、森町は補助金の準備、道総研はエビデンスなどの提供を担当し、推進

• 利用する市区町村を増やすことで効果を拡大
– 森町だけでの利用ではなく、利用する市区町村を増やすことで、導入の効果を増加

サービス提供者
検討フェーズ
導入にあたって
工夫した点

概要

○ 北海道内のひぐま出没情報をタイムリーかつ地図上にマッピング・共有：北海道森町のひぐまっぷ

地域課題･背景 サービス内容

【出典】総務省 ICT地域活性化ポータル 「ひぐまっぷ：ICTを活用したヒグマ出没情報収集と共有の取り組み」
（ https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/local_support/ict/jirei/2017_087.html ）を基に作成

総論
２．デジタル技術に期待される役割



(5)時間・場所に捉われない生活実現による暮らしやすさ向上 22

特に中山間地域の
医療環境は、医師･患者の
両面で負担が大きい

• 医師不足で訪問診療
がままならない

• 医療機関の偏在により、
通院に多大な費用と
時間を要する

実装段階 (2020年6月より保険診療を開始)

• 医療機器を積んだ専用車両に看護師が乗り込み、
患者宅へ出向いて、かかりつけ医との間でオンライン診療を実施
– 通信や診察環境の整った車内で看護師の補助で受診できるため、一般
的なオンライン診療よりも安全で質の高い診察を行うことが可能

– 医師はこれまで訪問診療のために要していた移動時間を短縮、患者
および家族は通院や待ち時間を短縮

• 2020年11月からは遠隔服薬指導への適用も開始
• 2022年2月現在、市内8つの医療機関が1台を共有して事業に参画

伊那市（フィリップス･ジャパン、MONET Technologies等 ※サービスオペレーションを担当）

• オンライン診療の保険適用範囲である「慢性疾患 (高血圧等)」を対象
– 今後、オンライン診療の保険範囲の拡大に伴い広げる方針

• 本格運用に先立ち、実証実験を実施
– 車両・運行予約システムの開発運用、多職種情報共有クラウドシステムの導入･運用、オンライン診療/服薬指導
等の実行可能性を検証

• 財源については、当面は2階建て方式による運用が現実的との考え
– 運転手を含めて車両の保守や運行経費等インフラにかかる1階建て部分を行政が担当
– 医療･看護･介護等のサービスにかかる2階建て部分を、診療報酬、介護報酬等で運営

サービス提供者
検討フェーズ
導入にあたって
工夫した点

概要

○ オンライン医療介護等の提供：伊那市の診療車による遠隔診療

地域課題･背景 サービス内容

【出典】伊那市 ウェブページ（https://www.inacity.jp/shichoshitsu/shicho_kiko-kowa/sityoukoramu_moderu.html）及び
MONET Technologies 事例紹介ページ（https://www.monet-technologies.com/case/010）を基に作成

総論
２．デジタル技術に期待される役割



・ケーブルテレビネットワーク光化等による
耐災害性強化事業

(3) Beyond 5Gに関する取組
・「Beyond 5Gに向けた情報通信技術戦略」
情報通信審議会中間答申（令和4年6月30
日）
・革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））
基金事業
・Beyond 5Gに関する情報通信審議会技術戦
略委員会における主な検討事項

３．情報通信インフラ整備に係るその他
省庁の直近の取組

(1) 農林水産省
・農山漁村振興交付金（情報通信環境整備
対策）

(2) 文部科学省
・学校のICT環境整備に係る地方財政措置
（令和６年度まで）

(3) デジタル庁
・国・地方ネットワークの将来像及び実現シ
ナリオに関する検討会

１．情報通信インフラに係る現状と課題
(1) 地域のデジタル実装に向けた通信インフラ

に係る自治体の課題認識
(2) 光ファイバの老朽化への対応
(3) 校内通信ネットワーク環境整備等に関する

調査結果概要（令和５年２月）
(4) 情報通信インフラの重要性
(5) 情報通信インフラの現状
(6) IOWN構想
・IOWN構想
・IOWN 1.0のサービス開始
・広域渋谷圏まちづくりへのIOWN先行導入

２．情報通信インフラ整備に係る総務省
の直近の取組

(1) デジタル田園都市国家インフラ整備計画の概
要

(2) 令和5年度補正予算における取組
・地域デジタル基盤活用推進事業
・高度無線環境整備推進事業
・携帯電話等エリア整備事業

【目次】検討項目①：地域における通信・放送サービスの利用実態を踏まえた利用環境整備の方向性 23
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24検討項目①
１．情報通信インフラに
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(1) 地域のデジタル実装に向けた通信インフラに係る自治体の課題認識 25
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42.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１ 課題がある（有線通信インフラの整備：光ファイバなど）

２ 課題がある（無線通信インフラの整備：5G、ローカル5G、4G/LTE、Wi-Fi、LPWAなど）

３ 課題がある（通信速度が遅い、安定しない）

４ 課題がない

５ 検討・導入をしたことがないため、分からない

デジタル技術の検討・導入にあたって地域の通信インフラ（※）の不足が課題となる場合の有無

注）グラフにおける割合（％）は、回答総数（1,525団体）に対するもの

※5G、ローカル5G、４G/LTE、光ファイバ、Wi-Fi、LPWAなど

具体的にどのような場合に通信イ
ンフラの不足が課題となったか。

38.1%

39.0%

27.7%

14.8%

25.9%

26.8%

14.8%

15.5%

13.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

１ 農林水産分野における監視や各種機器の
自動化・省力化のための無線通信インフラ

２ 防災減災を目的とした各種デー
タ送信のための無線通信インフラ

３ 地域活性化を目的としたテレワーク整備や企業誘致
を目的とした通信環境のための無線通信インフラ

４ 地域交通における自動運転
実現のための無線通信インフラ

５ 医療・福祉・健康分野における見守りや各種
状況把握用データ確認のための無線通信インフラ

６ 観光・文化・スポーツ分野における新たな
ソリューション提供のための無線通信インフラ

７ スマートシティ分野における各種
データ取得のための無線通信インフラ

８ 教育分野におけるオンライ
ン化のための無線通信インフラ

９ その他

注）グラフにおける割合（％）は、地域の通信インフラの不足に課題を感じる団体（445団体）に対するもの

（複数回答）

（複数回答）

「その他」の内容（抜粋）
 食品ロス削減を目的としたデジタル機器の安定稼働のた
めの無線通信インフラ。

 行政のデジタル化。
 地域通貨やキャッシュレス決済サービス利用のための無
線通信インフラ。

 克雪分野におけるデータ送信のための無線通信インフラ。
 上水道関連施設の各種データ取得のための無線通信
インフラ。

3割程度の自治体が通信
インフラに関し課題ありと回答

【調査時期】 令和５年8月17日～９月22日
【照会方法】 調査・照会システムを使用し、都道府県・市区町村の情報通信部局に対して照会。
【回答数】 1,525団体／1,788団体（85.3%）

検討項目①
１．情報通信インフラに

係る現状と課題



(2) 光ファイバの老朽化への対応 26

○ 耐用年数を過ぎた光ファイバの代替となる情報通信インフラの維持・更新が課題となっている地域が存在。

○ 地上デジタル放送の受信方法の一つである「辺地共聴施設」では、設備の老朽化の問題を抱えているもの
も多い。

辺地共聴施設の現状等に係るアンケート調査結果（概要）
• 令和4年末から、全国の地方公共団体を通じて住民組合
が運営する辺地共聴施設の組合代表者等に対してアンケー
ト調査を実施。3,005件の回答があり、結果を分析。

• 課題として設備の老朽化”を挙げている住民組合の割合は
43%。

辺地共聴施設の老朽化状況光ファイバの老朽化状況
苫小牧市での対応例
• 苫小牧市では、平成13年に総務省「地域イントラネット基
盤整備事業」により、公設で市内公共施設に光ファイバを
敷設。

• 公設民営等で整備した光ファイバの耐用年数（約15～
20年）超過（利用期間20年を経過）を受け、補助金
で地域広帯域移動無線アクセスシステムを導入。

【出典】総務省東海総合通信局東海地域通信インフラ整備推進協議会（第３回会合）
資料４[辺地共聴施設について」

（https://www.soumu.go.jp/main_content/000902751.pdf）を基に作成

【出典】苫小牧市苫小牧市地域情報化計画令和２年度（2020年度）～令和６年度（2024年度）

（https://www.city.tomakomai.hokkaido.jp/files/00007100/00007123/20200402192156.pdf）
を基に作成

検討項目①
１．情報通信インフラに

係る現状と課題



(3) 校内通信ネットワーク環境整備等に関する調査結果概要（令和５年２月） 27

○ 令和3年度時点で98％であった校内ネットワーク供用率は令和4年度において99.9%に向上。

○ 直接接続のインターネット接続速度は前回調査から同時利用率50％以上の割合が増加するなど、改善
の傾向が見られた。

直接接続におけるインターネット接続速度の実測結果校内ネットワーク環境の現状

直接接続形式を採用する自治体等、学校

学校規模 同時利用率（％）
10%未満 10%以上

20％未満
30％以上
50％未満

50％以上

~400人 175
(6.9%)

288
(11.4%)

735
(29.2%)

1321
(52.4%)

401~
800人

294
(41.4%)

221
(31.1%)

185
(26.1%)

10
(1.4%)

801人~ 107
(62.6%)

58
(33.9%)

6
(3.5%)

0
(0.0%)

合計 576
(16.9%)

567
(16.7%)

926
(27.2%)

1331
(39.1%)

学校規模 同時利用率（％）
10%未満 10%以上

20％未満
30％以上
50％未満

50％以上

~400人 180
(8.2%)

280
(12.8%)

670
(30.5%)

1065
(48.5%)

401~
800人

274
(42.5%)

197
(30.6%)

169
(26.2%)

4
(0.6%)

801人~ 94
(66.2%)

37
(26.1%)

11
(7.7%)

0
(0.0%)

合計 548
(18.4%)

514
(17.2%)

850
(28.5%)

1068
(35.8%)

今回調査（令和4年9月1日時点）

前回調査（令和3年5月末時点）

通信速度ダウンロード(Mbps)の実測値(8：00～9：00)から１人当たり２Mbps※を確保しようとした場合
の同時利用率 ( 算出方法：実測値 ÷ ( ２Mbps※１×児童生徒数 ) 

【出典】文部科学省 「校内通信ネットワーク環境整備等に関する調査結果」
（ https://www.mext.go.jp/content/20230207-mxt_jogai02-000027286_002.pdf ）を基に作成

検討項目①
１．情報通信インフラに

係る現状と課題



(3) 校内通信ネットワーク環境整備等に関する調査結果概要（令和５年２月） 28

○ ネットワークの不具合として、「全校生徒が一斉に端末を利用するとネットワークに接続しにくくなる」「ク
ラスで一斉にオンライン教材を利用する際、一部の生徒が教材に接続できない状況が発生する」など同時
利用の場面で発生する事象が主な未解決事項となっている。

【出典】文部科学省 「校内通信ネットワーク環境整備等に関する調査結果」
（ https://www.mext.go.jp/content/20230207-mxt_jogai02-000027286_002.pdf ）を基に作成

令和4年4月以降に発生した主な不具合事象

13

16
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7
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13
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65

69

80

0 20 40 60 80 100 %

全校生徒が一斉に端末を利用するとネットワークに接続しにくくなる

クラスで一斉にオンライン教材などを利用する際、
一部の児童生徒が教材に接続できない状況が発生する

授業中にまれにネットワークの接続が切断される児童生徒がいる

動画視聴時に、映像の乱れが発生したりスムーズに再生できない

ログインに時間がかかる、授業開始が遅れる

特定の時間帯に、いずれの端末からもインターネットに接続しづらくなる

解決済み 未解決 未発生

検討項目①
１．情報通信インフラに

係る現状と課題



(4) 情報通信インフラの重要性 29

○ デジタル田園都市国家構想に掲げられる課題背景及び取り組むべき事項は次のとおり。

• 地方では、地域経済の活性化や東京圏への過度の一極集中の是正、人口減少・少子高齢化への対応、教育の質の維持・
向上、適切な医療水準の確保などの課題に、感染症に伴う新たな課題が加わり、社会課題はより複合的なものに変化

• 様々な分野におけるデジタル技術の実装を行い、多岐にわたる地方の社会課題をデジタルの力を活用して解決していくため
には、 「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」に基づき、光ファイバ整備などデジタルインフラの整備に取り組む必要

【出典】総務省 情報通信審議会電気通信事業政策部会通信政策特別委員会（第１回）資料１－３「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方について」
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000900145.pdf）を基に作成

検討項目①
１．情報通信インフラに

係る現状と課題



(5)情報通信インフラの現状 30

○ 光ファイバ・携帯電話ともに世界最高水準のICT基盤が整備。災害時等の通信手段として非地上系ネット
ワークも今後有用。

【出典】総務省 情報通信審議会電気通信事業政策部会通信政策特別委員会（第１回）資料１－３「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方について」
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000900145.pdf）を基に作成

検討項目①
１．情報通信インフラに

係る現状と課題



(6) IOWN（Innovative Optical and Wireless Network）構想 31

○ NTTを中心として、ネットワーク、コンピューティング、半導体の全てに光ベースの技術を導入した技術革
新の実現に向けた取組が進められており、パラダイムシフトや近い将来のゲームチェンジャーとして期待さ
れている。

【出典】総務省 情報通信審議会 情報通信政策部会 総合政策委員会 主査ヒアリング（第１回）資料１－１「日本電信電話株式会社資料」
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000781800.pdf）

検討項目①
１．情報通信インフラに

係る現状と課題



(6) IOWN構想「IOWN 1.0のサービス開始」 32

○ NTT東西がIOWN1.0の提供を開始（令和5年3月16日～）。

○ APN端末間を光で直接接続し、IOWN構想のうち、低遅延サービスを実現。

【出典】総務省 情報通信審議会情報通信技術分科会技術戦略委員会（第40回）資料40－１「検討再開の背景及び主な検討事項（事務局資料）」
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000910715.pdf）

検討項目①
１．情報通信インフラに

係る現状と課題



(6) IOWN構想「広域渋谷圏まちづくりへのIOWN先行導入」 33

○ 東急不動産、NTT及びドコモは、IOWN構想に関連した技術・サービス等を活用した新たなまちづくりに向けた
協業に合意（6月7日）。

○ 本年11月竣工予定のShibuya Sakura Stageを始めとし、渋谷駅を中心とした半径2.5km圏内（広域渋谷圏）で
IOWNサービスを活用したまちづくりを推進。

【出典】総務省 情報通信審議会情報通信技術分科会技術戦略委員会（第40回）資料40－１「検討再開の背景及び主な検討事項（事務局資料）」
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000910715.pdf）

検討項目①
１．情報通信インフラに

係る現状と課題



２．情報通信インフラ整備に係る総務省の直近の取組

34検討項目①
２．情報通信インフラ整備に
係る総務省の直近の取組



(1) デジタル田園都市国家インフラ整備計画の概要 35

【出典】総務省「「デジタル田園都市国家インフラ整備計画（改訂版）」の全体像」
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000877889.pdf）※赤字となっていた「主な改訂内容」は、黒字にしている。

検討項目①
２．情報通信インフラ整備に
係る総務省の直近の取組



(1) デジタル田園都市国家インフラ整備計画の概要 36

【出典】総務省「「デジタル田園都市国家インフラ整備計画（改訂版）」の全体像」
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000877889.pdf）※赤字となっていた「主な改訂内容」は、黒字にしている。

検討項目①
２．情報通信インフラ整備に
係る総務省の直近の取組



(2) 令和5年度補正予算における取組（地域デジタル基盤活用推進事業） 37検討項目①
２．情報通信インフラ整備に
係る総務省の直近の取組



(2) 令和5年度補正予算における取組（高度無線環境整備推進事業） 38検討項目①
２．情報通信インフラ整備に
係る総務省の直近の取組



(2) 令和5年度補正予算における取組（携帯電話等エリア整備事業） 39検討項目①
２．情報通信インフラ整備に
係る総務省の直近の取組



(2) 令和5年度補正予算における取組（ケーブルテレビネットワーク光化等による耐災害性強化事業） 40検討項目①
２．情報通信インフラ整備に
係る総務省の直近の取組



(3) Beyond 5Gに関する取組「「Beyond 5Gに向けた情報通信技術戦略」情報通信審議会中間答申（令和4年6月30日）」41

【出典】総務省 情報通信審議会情報通信技術分科会技術戦略委員会（第40回）資料40－１「検討再開の背景及び主な検討事項（事務局資料）」
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000910715.pdf）

検討項目①
２．情報通信インフラ整備に
係る総務省の直近の取組



○ 2030年代の導入が見込まれる次世代情報通信インフラBeyond 5G（6G）について、国際競争力の強化や
経済安全保障の確保を図るため、我が国発の技術を確立し、社会実装や海外展開を目指す。

○ 国立研究開発法人情報通信研究機構(NICT)に革新的な情報通信技術の研究開発推進のための恒久的な基金を
造成し、Beyond 5G （6G）の重点技術等について、民間企業や大学等による研究開発を支援する。

※電波利用料財源による予算については、電波の有効利用に資する技術の研究開発に充てる。

(3) Beyond 5Gに関する取組「革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基金事業」

目指すべきBeyond 5G（6G）ネットワークの姿
（１）国立研究開発法人情報通信研究機構法の改正

革新的な情報通信技術の創出のための公募による研究開発等の
業務に要する費用に充てるための基金（情報通信研究開発基金）を
NICTに設けること等を規定。
※主な改正事項：○基金設置 ○基金業務の区分経理

○毎事業年度の国会報告 ○現行時限基金の廃止

（２）電波法の改正
電波利用料を財源とする電波の有効利用に資する研究開発のための
補助金を基金に充てることができる旨を明確化するとともに、基金の残余
額その他当該基金の使用状況を、毎年度、調査・公表することを規定。

国立研究開発法人情報通信研究機構法及び電波法の一部を
改正する法律（令和4年法律第93号） ※補正予算関連

【令和4年12月2日成立、令和4年12月19日施行】
＜執行イメージ＞

助成/委託補助金

R5補正：190億円、R6当初予算案：159.4億円（うち電波利用料財源150億円）
（R４補正予算：662億円（うち電波利用料財源35億円）、R5当初予算：150億円（電波利用料財源））

42検討項目①
２．情報通信インフラ整備に
係る総務省の直近の取組



【出典】総務省 情報通信審議会情報通信技術分科会技術戦略委員会（第40回）資料40－１「検討再開の背景及び主な検討事項（事務局資料）」

（https://www.soumu.go.jp/main_content/000910715.pdf）

(3) Beyond 5Gに関する取組「Beyond 5Gに関する情報通信審議会技術戦略委員会における主な検討事項」

○ 中間答申（令和4年6月）以降、NICTに新たに恒久的な研究開発基金を設置するためのNICT法改正法案が令和４年秋の
臨時国会で成立。これを受けて、本年3月にNICTに設置された研究開発基金の運用が本格化。

○ また、G7群馬高崎デジタル・技術大臣会合（令和5年4月）で「Beyond 5G/6G時代における将来ネットワークビジョン」が合意。
我が国がBeyond 5Gの中核技術として位置付けるオール光ネットワークについて、KDDIによるIOWNグローバルフォーラム
への参画（令和5年3月）や、官民関係機関による活用に向けた検討の動きが進展。
一方で、国際的には、Beyond 5Gをめぐり、市場獲得を目指した研究開発及び国際標準化における様々な取組が拡大。

○ こうした国内外の様々な動向を踏まえ、Beyond 5Gの研究開発・国際標準化、社会実装、海外展開の取組について、
有機的に連携しつつ、より効果的・実効的に推進していくための新たな戦略の策定に向けて検討する。

【主な検討事項】

（６）その他必要と考えられる事項

（１）新たな戦略の基本的方向性
Beyond 5Gをめぐる国内外の研究開発・国際標準化活動の進展や活用に向けた動向、我が国が抱える国際競争力の低下等の社会的課題、
経済安全保障環境の変容等を踏まえ、新たな戦略に求められる基本的方向性を検討する。

（２）研究開発の在り方
複数事業者によるオール光ネットワークの参入等を見据え、早期の社会実装やグローバルなBeyond 5Gのエコシステムの拡大に向けて
重点的に推進すべき研究開発事項を含む研究開発の在り方を検討する。

（３）国際標準化の在り方
2030年頃に向け、世界的に有力な複数の標準化団体において国際標準化活動が本格化する見込みであること、標準化人材に関する
課題等を踏まえ、これらの活動を我が国が主導するために必要な支援策を含む国際標準化の在り方を検討する。

（４）社会実装の在り方
オール光ネットワークの活用に向けた先進的な取組等を踏まえ、官民における先導的なユースケースの具体化を含む社会実装の在り方を
検討する。

（５）海外展開の在り方
国際的なBeyond 5G市場の獲得に向けたシナリオの具体化と必要な支援策を含む海外展開の在り方を検討する。

43検討項目①
２．情報通信インフラ整備に
係る総務省の直近の取組



３．情報通信インフラ整備に係るその他省庁の直近の
取組

44検討項目①
３．情報通信インフラ整備に
係るその他省庁の直近の取組



(1) 農林水産省「農山漁村振興交付金（情報通信環境整備対策）」 45

【出典】農林水産省農山漁村振興交付金」ウェブページ「令和6年度予算概算要求の概要」
（ https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/attach/pdf/shinko_kouhukin-361.pdf）を基に作成

○ 人口減少、高齢化が進行する農村地域において、農業水利施設等の農業農村インフラの管理の省力化・
高度化やスマート農業の実装を図るとともに、地域活性化を促進するため、情報通信環境の整備。

○ 農業農村インフラの管理省力化等を図る情報通信環境の整備に取り組み、事業目標を達成した地区の
創出（50地区［令和７年度まで］） 【令和６年度予算概算要求額 11,741（9,070）百万円の内数】

検討項目①
３．情報通信インフラ整備に
係るその他省庁の直近の取組



(2) 文部科学省「学校のICT環境整備に係る地方財政措置」（令和６年度まで） 46

【出典】文部科学省「学校におけるICT環境の整備・運用について」ウェブページ「(事務連絡)令和5年度学校のICT化に向けた環境整備に係る地方財政措置について(令和5年1月23日)」
（https://www.mext.go.jp/content/000211860.pdf）

検討項目①
３．情報通信インフラ整備に
係るその他省庁の直近の取組



(2) 文部科学省「学校のICT環境整備に係る地方財政措置」（令和６年度まで） 47

【出典】文部科学省「学校におけるICT環境の整備・運用について」ウェブページ「(事務連絡)令和5年度学校のICT化に向けた環境整備に係る地方財政措置について(令和5年1月23日)」
（https://www.mext.go.jp/content/000211860.pdf）

検討項目①
３．情報通信インフラ整備に
係るその他省庁の直近の取組



(3) デジタル庁「国・地方ネットワークの将来像及び実現シナリオに関する検討会」 48

１．設置の趣旨及び目的
「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和５年６月９日閣議決定）において、「国・地方を通じたデジタル基盤

に関して、全体最適かつ効率的なネットワーク構成となるよう、強固なセキュリティ基盤の具備、ユーザー利便性の向上、
安定的な運用体制、強靭性の確保の観点も念頭に、将来像及び実現シナリオについて、具体的に検討を進めることとす
る。」とされているところ、「国・地方ネットワークの将来像及び実現シナリオに関する検討会」をデジタル庁に設置し、
総務省の協力を得ながら、総合的な観点から各分野における有識者の意見を伺いつつ検討を深める。

２．検討事項
（１）低コスト高利便性、強固なセキュリティ、常時安定稼働・強靭性、ネットワーク柔軟性、ICT産業振興・

国際競争力などの視点をふまえた国・地方を通じたネットワークの将来像
（２）将来ネットワークの実現イメージ（短期、中⾧期）
（３）将来ネットワーク実現に向けた段階的シナリオ
（４）その他必要な事項

４．開催期間
設置の日から令和６年３月31日までとする。
（２か月に一度程度、合計４回程度の開催を想定）

３．構成員
構成員・準構成員：有識者、関係省庁（総務省、デジタル庁）等
オブザーバー：自治体（宮城県、兵庫県神戸市、長崎県佐世保市、兵庫県伊丹市、埼玉県美里町、鹿児島県肝付町）、

通信事業者（NTT, KDDI等）、通信ベンダー、関係省庁（総務省、経済産業省）等

【出典】総務省 情報通信審議会情報通信技術分科会技術戦略委員会（第40回）資料40－１「検討再開の背景及び主な検討事項（事務局資料）」
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000910715.pdf）

検討項目①
３．情報通信インフラ整備に
係るその他省庁の直近の取組



49

３．デジタル人材育成等に係るその他省
庁の直近の取組
(1) デジタル田園都市国家構想総合戦略における
目標

(2) 経済産業省（企業向け人材育成）
・これまでの主な取組
・令和６年度概算要求事業

(3) 文部科学省（学生向け人材育成、リカレント
教育）
・これまでの主な取組
・令和６年度予算案事業

４．デジタル人材育成等に係る各地域に
おける参考事例
(1) 広島県
・ DXShipひろしま

(2) 信州大学
・信州DX推進コンソーシアム

(3) 会津若松市
・ ICT専門大学である会津大学との連携

【目次】検討項目②：地域のデジタル化を支えるデジタル人材の育成・定着の方法

１．デジタル人材に係る現状と課題
(1) 地域におけるデジタル人材の現状
(2) 自治体のデジタル人材の現状
(3) 自治体における情報セキュリティ対策の
現状

２．デジタル人材育成等に係る総務省
の直近の取組
(1) デジタル人材の計画的な確保・育成の推進
(2) 地域情報化アドバイザー
(3) 外部人材確保支援
(4) テレワークの普及推進
(5) サイバーセキュリティ対策
・実践的サイバー防御演習「CYDER」
・地域SECUNITYの形成促進



１．デジタル人材に係る現状と課題

50検討項目②
１．デジタル人材に係る

現状と課題



(1) 地域におけるデジタル人材の現状 51

○ 全国のIT技術者（約100万人）のうち、58.1％が東京圏に集中している。

検討項目②
１．デジタル人材に係る

現状と課題

【出典】デジタル田園都市国家構想実現会議（第３回）資料７若宮大臣提出資料（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/dai3/siryou7.pdf）

出典：国勢調査（平成２７年）より作成

※IT技術者＝職業（小分類）における「システムコンサルタント・設計者」及び「ソフトウェア作成者」及び「その他の情報処理・通信技術者」の数を合算
※就業者総数＝15歳以上就業者数
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全国のIT技術者（1,000,960人）のうち、
58.1%（581,470人）が東京圏に集中



(2) 自治体のデジタル人材の現状 52

【単位：団体】

DX推進部局の担当者数（人）※１

0 1 2 3 4 5 ６～10 11～20 21～50 51～ 合計

団
体
規
模
（
人
口
）※

２

1万人以下 53 158 165 84 40 15 13 2 0 0 530

1～5万人 36 45 166 177 126 64 68 9 0 0 691

5～10万人 1 0 15 32 37 31 108 15 0 0 239

10～20万人 0 0 6 6 6 10 79 41 1 0 149

20～50万人 1 1 2 2 2 1 16 49 22 1 97

50～100万人 0 0 0 0 1 0 3 4 16 0 24

100万人以上 0 0 0 0 1 0 0 0 4 6 11

合計 91 204 354 301 213 121 287 120 43 7 1,741

【出典】総務省「自治体DX・情報化推進概要（令和4年度版）」（令和5年4月）を基に作成

※１ DX推進担当部署や情報政策担当部署がある場合にはそれらの部署の職員数、それらの部署がない場合は、部署名によらず、DX・情報関係業務を担当して
いる職員数

※２ 団体規模の人口は令和5年1月1日住民基本台帳人口を活用

295

○ 主に、DX・情報関係業務を担当する職員数が１人以下である団体（いわゆる 「1人情シス」）が295団体

検討項目②
１．デジタル人材に係る

現状と課題



(2) 自治体のデジタル人材の現状 53

回答 団体数 割合

求める役割やスキルを整理・明確にすることができない 675 （73.7％）

人件費が財政的に負担 456 （49.8％）

効果的な募集方法が分からない 256 （27.9％）

活用していない, 

916（52.6％）

地域情報化アドバイザーなど、

国から派遣された外部人材のみ

活用している, 

213

自団体独自で確保

し、活用している, 

577

都道府県による支援を受け

ている,

121

Ｑ：外部デジタル人材を活用していますか。

1,741
市区町村

＜現状＞
○ 52.6%の市区町村が、

外部デジタル人材を活用していない

＜課題＞
○ 最大の課題は、

「役割やスキルの整理・明確化」や「人件費」

Ｑ：「活用していない」を選択した場合、その理由を選択してください。

【出典】総務省「都道府県における広域的なデジタル人材確保等の推進に向けた実態調査」（令和5年８月）
を基に作成

12.2%

33.1%

6.9%

検討項目②
１．デジタル人材に係る

現状と課題



(3) 自治体における情報セキュリティ対策の現状 54

○ 市区町村においては、約8%の団体がCISOを任命しておらず、約18%の団体がCSIRTを整備していない。

○ 市区町村において、情報セキュリティに係る緊急時対応訓練を実施している団体の割合は50%を下回る。

【出典】 総務省「自治体DX・情報化推進概要」（令和4年4月1日時点）を基に作成

市区町村におけるCISOの任命状況 市区町村における人的セキュリティ対策の実施状況

市区町村におけるCSIRTの整備状況

検討項目②
１．デジタル人材に係る

現状と課題



２．デジタル人材育成等に係る総務省の直近の取組

55検討項目②
２．デジタル人材育成等に
係る総務省の直近の取組



(1) デジタル人材の計画的な確保・育成の推進 56

① デジタル人材像の明確化等【R5補正：0.2億円（新規）】
・ 令和５年12月「人材育成･確保基本方針策定指針」を策定。その中で、デジタル人材の確保・育成に係る留意点を明示
・ 令和６年夏頃に「デジタル人材確保・育成に係る参考書」（仮称）を策定予定（R5補正事業により先進団体の調査等の実施）

＜デジタル人材に係る留意点概要＞
高度専門人材、DX推進リーダー、一般行政職員ごとに想定される人材像や役割を整理し、育成・確保を推進 等
 職員のデジタル分野の知識・スキル等を把握の上で、求められる人材のレベルごとに育成・確保すべき目標を設定
 人事担当部局とDX担当部局等の緊密な連携、首長等のトップマネジメント層のコミットメント等によるデジタル人材の育成・確保に係る推進体制の構築
 自団体だけではデジタル人材の育成・確保が困難な市区町村に対する都道府県による支援
 デジタル分野の専門性・行政官の専門性を合わせて向上させながらキャリアアップを図ることができるキャリアパスの提示

② 市町村がCIO補佐官等として任用等に要する経費
⇒ 対象人数を１名から３名に拡充

③ DX推進リーダーの育成に係る経費
⇒ 対象経費に「資格取得のための受験料」を追加※1,2

※1 初歩的なものではなく、一定の専門的な資格試験を対象
※2 既存の対象経費：研修に要する経費、民間講座の受講料 等

・ 都道府県等による市町村支援のためのデジタル人材の確保に要する経費に係る
措置も継続

②③ 地方財政措置の拡充 ※いずれも令和７年度までの特別交付税措置
（措置率0.7）

④ 都道府県等による人材確保伴走支援
【R6当初（案）：0.8億円（継続）】

・ デジタル人材の確保に意欲のある都道府県等を採択し、
デジタル人材確保に向けた取組を伴走支援
※ 令和5年度は２団体を採択
※ 令和6年3月頃に採択に向けた公募等を実施予定

※予算繰越協議中

⑤ 研修等の充実
・ DX推進リーダー育成研修の実施のほか、DXアドバイザー
の支援分野としてデジタル人材の確保・育成を明確化すると
ともに派遣時間等を柔軟化

※3

※3 総務省・地方公共団体金融機構の共同事業である「経営・財務マネジメント強化事業」

検討項目②
２．デジタル人材育成等に
係る総務省の直近の取組



(2) 地域情報化アドバイザー 57
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○ 地域が抱える様々な課題を解決するため、ICTを利活用した取組を検討する地方公共団体等からの求

めに応じ、ICTの知見等を有する「地域情報化アドバイザー」を派遣し、 ICT利活用に関する助言等を行う。

○ 先進自治体職員、大学教員、CivicTech等の有識者にアドバイザーを委嘱。

○ 現地派遣は年間3回まで、オンライン会議による支援であれば合計10時間の範囲内において、支援が

可能。

○ 事業の内容に応じて、複数人のアドバイザーによるチーム型の支援を実施。

総
務
省

事業の内容等に応じて
専門家の派遣を実施

１.派遣要請

地域情報化
アドバイザー

３.助言等２.派遣決定

検討項目②
２．デジタル人材育成等に
係る総務省の直近の取組



(3) 外部人材確保支援 58

○ 自治体DXに携わる外部人材が備えておくことが望ましいスキルや経験を類型化した「スキル標準」を策定・
周知し、自治体による外部デジタル人材の確保を支援。

○ なお、スキル標準は、「どのようなスキルを持つ外部人材が必要かわからない」との疑問を抱える自治体へ
の参考資料であり、自治体の採用しようとする外部人材を縛るものではないこと等について、自治体向け解説
書に記載。

自治体外部人材スキル標準 ＋ 自治体向け解説書
○自治体DX推進に必要とされる人材像を4つに分類し、
それぞれが備えることが望ましいスキル・経験等を記載。

人材像 役割
望ましい

主なスキル等

(1) プロデューサー
（CIO補佐官等）

・全庁的なデジタル
変革を主導する。

・国の政策動向に
関する知見、全体
方針立案

(2)プロジェクト
マネージャー

・各プロジェクトの
企画・推進を行う。

・企画構想、スケ
ジュール管理、
コスト管理

(3)サービス
デザイナー

・各プロジェクト
におけるサービス・
業務の設計を行う。

・業務改革、サー
ビス設計、UI・
UX

(4)エンジニア
・各プロジェクト
におけるテクノロ
ジーの実装を担う。

・RPA、ローコー
ド等に関する知見

○自治体向けに、スキル標準の位置づけや活用方法
について解説。

• スキル標準は、「どのようなスキルを持つ外部人材
が必要かわからない」との疑問を抱える自治体へ
の参考資料として作成。

• 外部人材の採用に際しては、スキル標準を参考と
しつつ、各自治体の実情やニーズに基づいて実施
されたい。

• スキル標準を用いた、外部人材の募集要項の作
成方法などを解説。

⇒ 令和４年９月２日に「自治体トランス・フォーメーション
（DX）推進計画」の改定と併せて策定・公表

自治体による外部人材の確保支援のための取組①

検討項目②
２．デジタル人材育成等に
係る総務省の直近の取組



(3) 外部人材確保支援 55

総務省

都道府県

地方公共団体

市町村

民間事業者
（シンクタンク等）

①委託
（②公募、④選定、⑤研修

について委託）

②公募

③応募

民間人材

④スキル標準
に基づく選定

⑤研修

⑥外部人材リストを
自治体に周知、提供

選定された
民間人材

⑦任用
（CIO補佐官等

として任用す
る場合、特別
交付税措置）

地方自治体の組織と業務や、
自治体システム標準化、
行政手続きのオンライン化等、
自治体ＤＸの最新動向について
研修

民間人材向け研修

自治体による外部人材の確保支援のための取組②

○ スキル標準に基づき、CＩO補佐官等の外部人材について、一定のスキルや経験を有する民間人材を公募し、選定。

○ 選定された民間人材に対して、自治体の業務や情報システム等について研修を実施。

○ 選定された民間人材を自治体が任用。

検討項目②
２．デジタル人材育成等に
係る総務省の直近の取組



(4) テレワークの普及推進 60

○ テレワーク導入率はコロナ禍で急速に進展した一方、出社回帰の流れも受け、都市部を中心に減少局面。また、地方部は伸
びてきているが、都市部との差は依然として大きい。

○ 地域格差やテレワーク実施時のデメリットも顕在化する中、テレワークを希望しながら実施できていない例やテレワークの継
続・拡大希望も多く、引き続き、都市部での定着や地方部の底上げが課題。

○ 周知啓発活動等を通じたテレワーク導入メリットの訴求、専門家の相談サービス等を通じた課題に応じた導入支援を実施。

○ 毎年11月を「テレワーク月間」とし集中的な
普及啓発を実施。
○ 各種セミナー等の開催の他、テレワークを
先進的に実施している企業・団体を表彰し、
「総務大臣賞」を授与。
（11月末に表彰式典を開催）

周知啓発活動 テレワーク相談体制
○専門家（テレワークマネージャー）による

テレワークの導入に関する無料相談。

R4年度より、厚生労働省テレワーク相談事業
（主に労務管理面）とのワンストップ化を実施。

就業者企業

社会

■ 労働力人口の確保
■ 地域活性化
■ 耐災害性の向上
■ 過密交通の緩和
■ 環境負荷の軽減

■ 多様で柔軟な働き
方の確保（WLB)

■ 仕事と育児･介護･
治療の両立

■ 通勤時間の削減

■ 生産性の向上
■ 人材の確保･

離職抑止
■ コストの削減
■ 事業継続性の

確保（BCP）

テレワークの意義 テレワーク導入率

少子化対策や急激な人口減少下での
人手不足対策に資する施策

20.2% 23.9%
13.1%

47.5%
55.3%

32.7%

51.9%
60.2%

35.4%

51.7%
57.6%

40.5%

全国 都市部 地方部

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

「都市部」：南関東、近畿、東海地域、 「地方部」：南関東、近畿、東海以外の地域
（出典）総務省「通信利用動向調査」 ※調査対象：常用雇用者規模100人以上

検討項目②
２．デジタル人材育成等に
係る総務省の直近の取組



61(5) サイバーセキュリティ対策「実践的サイバー防御演習「CYDER」」

本番同様の
データを

使用した演習

演習模様
専門指導員
による補助

チーム内での
議論を通じた
相互理解

○ 総務省は、2017年度から、NICTにおいて、国の機関、指定法人、独立行政法人、地方公共団体及び重要イン
フラ事業者等の情報システム担当者等を対象とした体験型の実践的サイバー防御演習(CYDER)を実施。

○ 受講者は、チーム単位で演習に参加。組織のネットワーク環境を模した大規模仮想LAN環境下で、実機の操
作 を伴って、外部のセキュリティ事業者の支援を受けることを前提としてサイバー攻撃によるインシデントの検
知から対応、報告、回復までの一連の対処方法を体験。

○ 全都道府県において、年間100回・計3,000名規模で実施（集合演習）。
※ 2017年度:100回・3009名、2018年度:107回・2666名、2019年度:105回・3090名、2020年度:106回・2648名、2021年度: 105回・2454名、2022年度: 108回・3327名

演習のイメージ
我が国唯一の情報通信に関す
る公的研究機関であるNICT
が有する最新のサイバー攻撃
情報を活用し、実際に起こりう
るサイバー攻撃事例を再現した
最新の演習シナリオを用意。

Web
サーバ

FW

インターネット

DMZ

DNS
サーバ

※業務用ネットワーク内からイ
ンターネットへのHTTP通信は
本プロキシサーバを経由する

※遮断通信のみ
ログ出力

※業務用ネットワーク
内の端末はDHCPによ
って動的にIPアドレス
が割り当てられる

プロキシ
サーバ

FWFWFW

ファイル
サーバ

無害化
サーバ

端末 端末

端末 端末

研究開発環境

端末

端末

業務用ネットワーク基幹系ネットワーク研究開発用ネットワーク

閉域ネットワーク閉域ネットワーク

AD
サーバ

メール
サーバ

DHCP
サーバ

各課のセグメント

研究データ
サーバ

端末

端末

端末

受発注管
理サーバ

Aソリューション(株)の運用支援範囲

SOC
監視対象

擬似
攻撃者

イ
ン
シ
デ
ン
ト
（
事
案
）

対
処
能
力
の
向
上

企業・自治体の
社内LANや端末
を再現した環境
で演習を実施

受講チームごとに
独立した演習
環境を構築

北陸StarBED技術センターの
大規模高性能サーバ群を活用

2023年度の実施計画
コース名 演習方法 レベル 受講想定者（習得内容） 受講想定組織 開催地 開催回数 実施時期

A

集合演習

初級 システムに携わり始めた者
(事案発生時の対応の流れ) 全組織共通 ４７都道府県 ６８回 ７月～翌年１月

B-1 中級 システム管理者・運用者
(主体的な事案対応・ｾｷｭﾘﾃｨ管理)

地方公共団体 全国１１地域 ２１回 10月～翌年１月
B-2 地方公共団体以外 東京・大阪・名古屋 １３回 翌年１月
C 準上級 セキュリティ専門担当者

(高度なセキュリティ技術) 全組織共通 東京 ４回 11月～翌年１月

オンライン入門 オンライン
演習

入門 システムに携わり始めた者
(事案発生時の対応の流れ) 全組織共通

（受講者職場等） 随時
５月～７月

プレCYDER - システムに携わり始めたばかりの者
(前提知識、基礎的な事項) 国の機関等、地方公共団体 12月～翌年１月

検討項目②
２．デジタル人材育成等に
係る総務省の直近の取組



62(5) サイバーセキュリティ対策「実践的サイバー防御演習「CYDER」」

○ CYDERの集合演習は、最大４人のグループで行う演習プログラム。

○ 受講者は、組織のネットワーク環境を模した仮想環境で擬似的に発生させたサイバー攻撃に対して、具体的
な対応を検討し、実機でツールを操作して対処する実践課題に取り組む。

○ グループワークを通じて他組織の受講者の様々な考え方に触れることで、自組織に活かせる気付きを得るこ
とが可能。

○ 受講者の技術力に応じて、講師・チューターの即時のサポートを受けることが可能。

講義

振り返り

演習

• オンライン事前学習の振り返り
• サイバー攻撃対処の一連の流れの学習

• 異常の検知、職員への注意喚起
• 不審なファイル解析、現状把握
• 状況のエスカレーション
• 内部感染の端末、原因の調査
• 情報漏洩報告
→ これら一連の作業を実機を用いて演習

• 演習の振り返り、実機による作業確認
• 管理する際のポイントやベストプラクティス紹介
• 演習で学んだ結果や自組織へのフィードバックについてグループ発表

事前学習
（オンライン）

• オンラインで事前学習
• 最新のサイバー攻撃事案紹介
• 攻撃に利用されるツールや技術の紹介
• 演習で利用するネットワーク管理ツールや解析ツール等の説明

演習の流れ

検討項目②
２．デジタル人材育成等に
係る総務省の直近の取組



63(5) サイバーセキュリティ対策「地域SECUNITYの形成促進」

○ 総務省、経済産業省が互いに連携しつつ、地域単位の事業者のセキュリティ対策の強化のため、地域
に根付いたセキュリティコミュニティ（地域SECUNITY（セキュニティ））の形成を促進。

 全国規模で事業展開する企業に比べ、地域の企業や地
方公共団体などについては、有効なサイバーセキュリティ
対策をとるための人材育成・普及啓発の機会や情報共
有の枠組みなどが不足。

 地域の企業や地方公共団体については、各者とも単独
で有効なサイバーセキュリティ対策をとることは困難であり、
地域レベルでのコミュニティを形成して情報共有等を強化
する必要。

①当該地域における大手事業者、②業
界団体（地方支部など）、③都道府県
警、④サイバーセキュリティ関係事業者・
機関、⑤地方公共団体、⑥有識者など
による地域のサイバーセキュリティ向上のた
めの推進体制を構築する。なお、情報共
有体制がすでに存在している地域におい
ては、既存の体制を活用。

セキュリティコミュニティの形成の促進

定期的なセミ
ナーや演習等の

実施

セキュリティ関連
の情報共有

地域に根付いたセキュリティコミュニティ

地域の企業等向けに①定期的なセミ
ナーやインシデント演習の実施、②セ
キュリティ関連の情報共有の枠組みなど
を構築。

通信
放送
ケーブルテレビ

事業者・
業界団体等

サイバーセキュリティ
関係機関・関係事業者

産業①

都道府県警

産業②
商工会議所

地方公共団体
有識者

総務省
総合通信局

経済産業省
経済産業局

連携

検討項目②
２．デジタル人材育成等に
係る総務省の直近の取組



３．デジタル人材育成等に係るその他省庁の直近の
取組

64検討項目②
３．デジタル人材育成等に係
るその他省庁の直近の取組



(1) デジタル田園都市国家構想総合戦略における目標 65

【出典】デジタル田園都市国家構想実現会議（第２回）若宮大臣提出資料１－２
（https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/digital_suishin/pdf/003_02_00.pdf）

検討項目②
３．デジタル人材育成等に係
るその他省庁の直近の取組



(2)経産省（企業向け人材育成）「これまでの主な取組」 66

○ 経産省ではリスキリングや新たな学びの社会システムの構築を通して人材育成を推進。

○ 民間事業者が社会人向けに提供する IT・データ分野を中心とした高度な専門性を習得できる教育訓
練講座Reスキル講座）を認定し、社会人のキャリアアップを支援。

○ デジタルに関する知識・能力を身に着けられるポータルサイト「マナビDX」を開設しDXリテラシーの向
上を狙う。

②デジタル人材育成：マナビDXの開設

人材育成に関する令和５年度の主な取組 ①リスキリング：社会人向け「Reスキル講座」の認定

入門/基礎/実践等レベル別にデジタルに関する学習講座コンテンツを用
意

【出典】経済産業省政策情報ページ「デジタル人材の育成」
（ https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/index.html#p01）を基に作成

検討項目②
３．デジタル人材育成等に係
るその他省庁の直近の取組



(2)経産省（企業向け人材育成）「令和６年度概算要求事業」 67検討項目②
３．デジタル人材育成等に係
るその他省庁の直近の取組

【出典】経済産業省令和６年度予算概算資料
（ https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2024/pr/ip/chiiki_01.pdf）

○ 地域の中堅・中核企業支援の一部として、マナビDXや実践的なプログラムを通じ地域デジタル人材育
成を実施。



(3) 文部科学省（学生向け人材育成、リカレント教育）「これまでの主な取組」 68

○ 文部科学省は2020年より小学校、中学校、高校において順次プログラミング教育を必修化。

【出典】文部科学省 「小学校プログラミング教育に関する概要資料」
（ https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2019/05/21/1416331_001.pdf ）

検討項目②
３．デジタル人材育成等に係
るその他省庁の直近の取組



69

○ 労働者等を対象としたDX分野のリテラシー・リスキルプログラムを開発・実施支援。令和4年度は21億
円の予算を措置。

【出典】文部科学省 「【事業概要】DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業」
（ https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/manabinaoshi/mext_00003.html ）

検討項目②
３．デジタル人材育成等に係
るその他省庁の直近の取組

(3) 文部科学省（学生向け人材育成、リカレント教育）「これまでの主な取組」



70検討項目②
３．デジタル人材育成等に係
るその他省庁の直近の取組

(3) 文部科学省（学生向け人材育成、リカレント教育）「令和６年度予算案事業」

○ 高等教育課程において数理・データサイエンス・ＡＩ人材育成を推進。

【出典】文部科学省 「令和６年度 予算（案）のポイント」
（ https://www.mext.go.jp/content/20231222-ope_dev03-000031627_1.pdf）



71検討項目②
３．デジタル人材育成等に係
るその他省庁の直近の取組

(3) 文部科学省（学生向け人材育成、リカレント教育）「令和６年度予算案事業」

○ デジタルスキルを含むリカレント教育や、地域活性人材の育成、産学官連携の基盤整備を推進。

【出典】文部科学省 「令和６年度 予算（案）のポイント」
（ https://www.mext.go.jp/content/20231222-ope_dev03-000031627_1.pdf）



４．デジタル人材育成等に係る各地域における取組
事例

72検討項目②
４．デジタル人材育成等に係
る各地域における取組事例



(1) 広島県「DXShipひろしま」 73

 県全体のDXを効果的に進めるため、県・市町で協働してDXを推進し、デジタル人材を
採用・育成・活用する枠組みとして、「DXShip（デジシップ）ひろしま」を構築

事業の概要

○ 「県・市町情報人材研究会」の中間とりまとめに基づき、令和４年度、県採用の情報システム人材の
2市に対するシェアの試行や、県・市町間でのDX推進に向けた意見交換を実施。

○ 人材の確保・育成、情報共有、システム最適化等の課題に全県的に対応していくため、令和５年度から
「県・市町情報人材研究会」を発展改組し、（DXという希望の宙を共に航行する）「DXShipひろしま」を構築。

○ 『DXShipひろしま』では、情報システム人材の採用・育成・活用について、以下の取組を実施していく。
・ 単独で人材の確保が難しい市町における、県・市・町共同での人材の採用・配属等（人材プール・シェア）
・ 県・市町情報システム人材の育成
・ 将来的な組織体制の発展（法人化等）の研究

出典元：広島県情報システム人材育成プラン
【出典】総務省自治体ＤＸ推進参考事例集【２.人材確保･育成】（令和５年４月28日）

（https://www.soumu.go.jp/main_content/000878636.pdf）

検討項目②
４．デジタル人材育成等に係
る各地域における取組事例



(2) 信州大学「信州DX推進コンソーシアム」 74

【出典】国立情報学研究所ウェブページ「信州大学のDX推進戦略」（信州大学）
（https://www.nii.ac.jp/openforum/upload/Cloud-5_Fuwa.pdf）

検討項目②
４．デジタル人材育成等に係
る各地域における取組事例



(3) 会津若松市「ICT専門大学である会津大学との連携」 75

【出典】会津若松市ウェブページ「「スマートシティ会津若松」の取組とビジョン」
（https://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/docs/2013101500018/files/smart_city.pdf）

○ ICT専門大学である会津大学が立地しているという特色を活かし、会津大学と密な連携を行い、AOI
（会津・オープン・イノベーション）会議や社会人向けICT人材育成、都市OSのAPIに関連する研究等を通
じて、スマートシティ会津若松を推進。

検討項目②
４．デジタル人材育成等に係
る各地域における取組事例



１．連携体制構築に係る現状と課題
(1) 地域課題の成功要因分析
・地域におけるデジタル化を成功に導くための7ヶ条

２．連携体制構築に係る総務省の直近の取組
(1) 地域社会DXの推進体制構築支援

３．連携体制構築に係る各地域における参考事例
(1) 信州大学
・信州DX推進コンソーシアム

(2) 岩見沢市
・いわみざわ地域ICT農業利活用研究会

【目次】検討項目③：地域DXの推進に向けた関係者の連携体制構築の在り方 76



１．連携体制構築に係る現状と課題

77検討項目③
１．連携体制構築に係る

現状と課題



(1) 地域課題の成功要因分析「地域におけるデジタル化を成功に導くための7ヶ条」 78

【出典】総務省「地域デジタル基盤活用推進事業」ウェブページ「－地域DXの実現へ－ 9つの好事例と成功の秘訣」
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000898901.pdf）

○ 総務省において、デジタル技術を活用した地域課題解決に向けた機運醸成及び今後の政策検討に活用
することを目的として、過去の総務省事業での採択案件を含む、地域課題解決のために新しい通信技術や
デジタル技術を活用した事例について、令和４年度に関係者にインタビュー調査・分析を実施。その結果を
『－地域DXの実現へ－９つの好事例と成功の秘訣』としてまとめた。以下「地域におけるデジタル化を成功
に導くための７ヶ条」は、当該事例調査を基に、成功事例がうまくいった要因を分析・抽出・整理したもの。

検討項目③
１．連携体制構築に係る

現状と課題



79

デジタル技術ありきの課題解決
• 住民の悩み事の理解が不十分な中で、特定デジタル技
術の活用を前提として実証計画を策定した結果、実証
段階において、当該技術では課題解決できないことが発
覚した

地域課題とデジタル技術の不一致
• 他地域で成功したデジタルサービス (例: 福祉) を取り
入れてみたが、利用者数が増えていかなかった

地域課題に対する理解の不足
• 経験則から住民 (例: 農家) の悩みを理解したつもりで実
証を進めたが、求めているものが異なっており、成果が得
られなかった

曖昧な役割分担による手戻り
• 自治体が地元組織や住民対応、企業が実証の実行を
担ったが、いつまでに誰が何を終えるか、が曖昧で待ちや
手戻りが発生し、期間内に実証が終わらなかった

関係組織の巻き込みの難しさ
• 新しい取組に対する抵抗感や情報不足により、協力必
須な組織 (例: 消防、農協等) に十分に参加してもらう
ことができず、実証が遅れてしまう

○ 地域におけるデジタル化を成功に導くために解決するべき主な課題は以下のとおり。

地域課題の洗い出しが不十分 関係者間の連携不足

【出典】総務省「地域デジタル基盤活用推進事業」ウェブページ「－地域DXの実現へ－ 9つの好事例と成功の秘訣」
（https://www.soumu.go.jp/main_content/000898901.pdf）を基に作成

目的意識の不一致
• 実証の成果を早く出したい企業と、住民の課題理解・解
決を慌てずに進めたい自治体の間で、進め方の意見が
割れてしまい、実証計画が遅れてしまった

協力先の早期離脱
• 実証に参加した企業が、その実証成功のみを目的として
おり、自走化や次回以降の実証では、新たに企業を探
して、ゼロから関係構築していくことになった

実証の目的化

検討項目③
１．連携体制構築に係る

現状と課題

(1) 地域課題の成功要因分析「地域におけるデジタル化を成功に導くための7ヶ条」



２．連携体制構築に係る総務省の直近の取組

80検討項目③
２．連携体制構築に係る
総務省の直近の取組



(1)地域社会DXの推進体制構築支援 81

支援内容

専門家等を自治体に派遣し、地域に密着して、①住民のニーズ調査等を通じ、市町村における地域課
題やボトルネックの明確化、②持続可能なデジタル実装に向けた具体的な進め方（実証・実装に当たって
の課題の解決方法など）の提案（計画策定含む）、③地域課題解決に係るステークホルダーとの推進
体制の構築支援等を行う。

• 課題解決に向けた先進的ソ
リューションの実証

• 通信インフラの実装
• 地域DX人材の市町村への派
遣

• 地域DX導入後の効果測定・
課題探索

• 実装後の運用準備

①推進体制構築支援 ②実証事業、補助事業等

地域課題の洗い出し、
深掘り、整理

課題解決に資する地域DX
ソリューション導入等

地域DX推進後の振り返
り

推進体制構築
STEP 02

具体的な進め方の提
案、推進体制構築

STEP 03 STEP 04STEP 01
課題の整理 解決策の実装 改善

活用イメージ

• デジタルによる課題解決手法の提
案

• 持続可能なデジタル実装及び事業
継続計画の策定

• 地域における推進体制の構築、事
業者等とのマッチング支援 など

• 自治体が考える課題の整理

• 解決が必要なボトルネック
の整理・分析

• 住民ニーズ及び地域特性等
の調査・分析 など

※計画策定支援では、課題整理・計画策定等の一部を実施 ※支援内容・活用方法は現在調整中。

※持続可能な取組とするため、都道府県のコミットを前提とし、都道府県・市町村の共同申請を想定。

○ 具体的な地域課題を解決するために、まず地域課題の洗い出しや深掘り、整理を実施するほか、具体的な
進め方の提案や、 地域社会のDX推進体制の構築まで伴走支援し、デジタル技術による解決策の実証・実装
に結びつけるとともに、地方公共団体が自立的にデジタル実装に取り組める持続的な支援環境を構築する。

検討項目③
２．連携体制構築に係る
総務省の直近の取組

【地域デジタル基盤活用推進事業 令和５年度補正予算額47.5億円の内数】



３．連携体制構築に係る各地域における参考事例

82検討項目③
３．連携体制構築に係る
各地域における参考事例



(1) 信州大学「信州DX推進コンソーシアム」 83

【出典】国立情報学研究所ウェブページ「信州大学のDX推進戦略」（信州大学）
（https://www.nii.ac.jp/openforum/upload/Cloud-5_Fuwa.pdf）

検討項目③
３．連携体制構築に係る
各地域における参考事例



(2) 岩見沢市「いわみざわ地域ICT農業利活用研究会」 84

○ 岩見沢市の農業は、農家戸数の減少に伴い、一戸当たりの経営面積が拡大。農業従事者の高齢化も進み、
農業の持続性確保が懸念。広い農地を少ない人数で適切に管理する手法の確立や、新たな担い手への技
術や知識の継承を効率よく行い、将来にわたり岩見沢市の農業を持続的に発展させるため、ICTやロボット
技術の活用が不可欠。

○ そのため、平成25年1月に「いわみざわ地域ICT（GNSS等）農業利活用研究会」を市内生産者109名で設立。
ICTの具体的利活用について検討し、実務化すること及び農業の更なる高度化を目的として活動。同会を含
む産学官連携の推進体制を構築し、トラクターの完全自動走行の実証等に取り組むことで、同会を通じた、
実証成果の各農家への普及展開を促進。

連携体制構築事例

■ 自動トラクター等の農機の遠隔監視制御による自動運転等の実現（令和２年度ローカル５G開発実証採択案件）

ローカル５Ｇ等の無線通信システムを用いた、「レベル３（遠隔監視下での無人状態での自動走行）」による農機 作業を実現
するとともに、映像情報を含むビッグデータの分析に基づく、農作業の最適な作業時期提示を実現するため、いわみざわ地域
ICT農業利活用研究会を含むコンソーシアムを組成し、実証。

【コンソーシアム】
東日本電信電話㈱、いわみざわ地域ICT農業利活用研究会、岩見沢市、北海道大学、㈱スマートリンク北海道、㈱クボタ、㈱日
立ソリューションズ、㈱NTTドコモ、 ㈱はまなすインフォメーション、いわみざわ農業協同組合、日本電信電話㈱、市内実証協力
生産者

【実証概要】

① 自動運転トラクター等の、遠隔監視下での無人自動走行（複数台の同時走行、圃場間の公道走行、等）
② 各種センサーから取得される生育データ等の、ビッグデータ収集・解析（最適な農業計画策定、等）
③ 複数の既存インフラと組み合わせたネットワーク利活用（各種センサーやカメラ等を用いた排水路監視等） 等

【出典】いわみざわ地域ICT農業利活用研究会ウェブページ（https://iwamizawa-agritech-ict.jp/）、
農林中金総合研究所「スマート農業振興にかかる生産者組織の重要性─「いわみざわ地域ICT（GNSS等）農業利活用研究会」の取組みから─」（著者：主事研究員 小田志保）
（https://www.nochuri.co.jp/periodical/soken/contents/8065.html）を基に作成

検討項目③
３．連携体制構築に係る
各地域における参考事例



１．地域課題解決・産業振興に係る現状と課題
(1) データ連携基盤の導入状況
(2) 地域課題の成功要因分析【再掲】（※省略）
・地域におけるデジタル化を成功に導くための7ヶ条

２．地域課題解決・産業振興に係る総務省の直近の取組
(1) 課題解決型ローカル５G等の実現に向けた開発実証
(2) 地域デジタル基盤活用推進事業
(3) 事業活動の合理化・効率化に資する取組事例

３．地域課題解決・産業振興に係るその他省庁の直近の取組
(1) デジタル田園都市国家構想
・デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）

(2) デジタル行財政改革

【目次】検討項目④：デジタル基盤を活用した地域課題解決や産業振興の在り方 85



１．地域課題解決・産業振興に係る現状と課題

86検討項目④
１．地域課題解決・産業
振興に係る現状と課題



(1) データ連携基盤の導入状況 87

データ連携基盤の導入地域数の推移 （累積）（年間）

年度

年度 地方公共団体

2015年度 会津若松市

2017年度 札幌市、さいたま市、加古川市、高松市

2018年度 富山市、益田市

2019年度 伊那市、新居浜市、飯塚市

2020年度 嬬恋村、柏市、大田区、加賀市

年度 地方公共団体

2021
年度

更別村、仙台市、つくば市、佐野市、豊能町、長崎県（全21市町）、人吉市、岐阜県（デジ
田）

2022
年度

江別市（デジ田）、笠間市、境町（デジ田）、前橋市（デジ田）、秩父市（デジ田）、横須賀市、
鎌倉市、小田原市、朝日町（デジ田）、能美市（デジ田）、福井県（全17市町）、山梨県（デ
ジ田）、長野県（全77市町村）、茅野市（デジ田）、浜松市（デジ田）、焼津市（デジ田）、多
気町（デジ田）、京都府（デジ田）、大阪府（堺市、豊中市）、養父市（デジ田）、吉備中央町
（デジ田）、西粟倉村（デジ田）、広島県（デジ田）、三次市、山口市、三豊市（デジ田）、愛
媛県、松山市、福岡市、延岡市（デジ田）

○ データ連携基盤の導入数
[現状値] ７３地域（2023年度） ← [政府目標値] 2025年度までに100地域

2023年
度

横浜市、岡崎市、有田市、熊本県（県内６市が共同利用）、南城市、境町、秩父市、すさ
み町に加えてデジ田で１５団体が導入

※ 境町、秩父市は、2022年度のデジ田事業でカウントし、2023年度ではカウントしない
ため、2023年度は総務省施策6件＋デジ田事業１５件の合計21件の見込み

検討項目④
１．地域課題解決・産業
振興に係る現状と課題
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２．地域課題解決・産業振興に係る総務省の直近の
取組

88検討項目④
２．地域課題解決・産業振興
に係る総務省の直近の取組



(1)課題解決型ローカル５G等の実現に向けた開発実証 89

令和元年度補正 6.4億円
令和２年度当初 37.4億円
令和３年度当初 60.0億円
令和３年度補正 8.0億円
令和４年度当初 40.0億円＜具体的な利用シーンで開発実証を実施＞

建物内や敷地内で自営の５Ｇネットワークとして活用ゼネコンが建設現場で導入
建機遠隔制御

事業主が工場へ導入
スマートファクトリ

農家が農業を高度化する
自動農場管理

自治体等が導入
河川等の監視

センサー、4K/8K

インフラ監視

河川監視

スマート工場

建機遠隔制御

農業
での活用

建設現場
での活用

工場での
活用

スマート農業

防災現場
での活用

○ 地域の企業等をはじめとする多様な主体が個別のニーズに応じて独自の５Ｇシステムを柔軟に構築で

きる「ローカル５Ｇ」について、様々な課題解決や新たな価値の創造等の実現に向け、現実の利活用場面

を想定した開発実証を行うとともに、ローカル５Ｇの柔軟な運用を可能とする制度整備や、汎用的かつ容

易に利用できる仕組みを構築。

検討項目④
２．地域課題解決・産業振興
に係る総務省の直近の取組



(1)課題解決型ローカル５G等の実現に向けた開発実証 90

農林
水産業

工場・
発電所

空港・
港湾

鉄道・
道路・
交通

観光・
文化・
スポーツ

防災・
減災・
防犯

医療・
ヘルスケア その他 合計

令和２年度 ４ ４ ー ２ ３ ２ ３ １ １９

令和３年度 ４ ５ ３ ４ ３ ３ １ ３ ２６

令和４年度
（※） 5 4 2 3 3 3 4 ー ２４

※ 開発実証事業（令和４年度当初）及び特殊な環境における実証事業（令和３年度補正）の合計

○ 「ローカル５Ｇ」について、様々な課題解決や新たな価値の創造等の実現に向け、 現実の利活用場

面を想定した開発実証を行うとともに、ローカル５Ｇの柔軟な運用を可能とする制度整備や、汎用的

かつ容易に利用できる仕組みを構築。

○ 令和２年度～４年度で合計６９件の実証を実施。

○ 開発実証の成果を報告書として取りまとめるとともに、実証の様子を撮影した動画を制作し、広報

用ＨＰで公開。

検討項目④
２．地域課題解決・産業振興
に係る総務省の直近の取組



(2) 地域デジタル基盤活用推進事業 91検討項目④
２．地域課題解決・産業振興
に係る総務省の直近の取組



(3) 事業活動の合理化・効率化に資する取組事例①（農林水産業） 92

複数台同時
協調作業

複数台同時
協調作業

圃場 圃場

①自動運転トラクター等の
複数台遠隔監視制御

遠隔監視センターで複数の自動走行トラクタを遠隔制御
②各種センサーから取得さ

れるビッグデータ収集

最適な農業計画策定

排水路監視

概要 自動運転トラクターの遠隔監視制御（岩見沢市）

【実証内容】
・圃場と遠隔監視センターとをローカル5Gで繋ぎ、複数台
の自動運転トラクター等を遠隔から同時に制御。
・農作業データ、土壌データ等のビッグデータを自動的に収
集するシステムを構築し、最適な農作業計画を策定。
・水位センサーや監視カメラ等による排水路監視システムを
構築し、排水機場を遠隔から監視。

【効果】
・労働時間や人件費の削減など農作業の効率化。
・最適な農作業計画による生産性の向上。
・水位異常発見からの情報伝達時間の短縮。

⇒ 農業の担い手不足に悩む地域での労働力不足の
解消に寄与

検討項目④
２．地域課題解決・産業振興
に係る総務省の直近の取組



(3) 事業活動の合理化・効率化に資する取組事例②（医療・ヘルスケア） 93

概要 入院患者の遠隔モニタリング／救急病院での専門医等による遠隔指導（徳島県）

無線干渉対策を踏まえた
入院患者の遠隔モニタリング

4K映像を活用した患者情報の遠隔連携
（救急車と搬送先病院間） （二次救急病院と三次救急病院間）

救急車内

救急外来

救急車

搬送先病院

救急救命士
ベッドサイドモニタ 4Kカメラ

（俯瞰、固定、主観）

4Kディスプレイ

キャリア5G/LTE

ローカル5G

4K映像伝送による
患者情報連携

救急外来

救急科

二次救急病院

三次救急病院

ベッドサイド
モニタ

4Kディスプレイ

ローカル5G

ローカル5G

5G
スマートフォン

4Kカメラ医療
画像

スマートデバイス専門医

病室

病室

病院A

隣接する病院B

ローカル5G

ローカル5G
専門医

4Kカメラ ベッドサイドモニタ

ナースステーション

セントラルモニタ

4Kカメラ
ベッドサイドモニタ 救急医

非専門医

救急車からの映像を
確認し、対応を指示

4K映像伝送による
患者情報連携

二次救急病院からの映像
を確認し、対応を指示

4K映像伝送

遠隔モニタリング 4K映像伝送

【実証内容】
・病院にローカル5G環境を構築し、病室内の高精細映
像等を別の病院にリアルタイム伝送することで、入院患者
を遠隔からモニタリング。
・救急車と搬送先病院及び二次救急病院と三次救急病
院とをローカル5Gで繋ぎ、高精細映像等の患者情報を
遠隔連携することで、離れた場所から対応を指示。

【効果】
・病棟の見回り回数低減による業務負担の軽減。
・専門医不在の救急車内又は二次救急病院における処置
の適正化。
⇒ 限られた医療資源の適正活用に寄与

検討項目④
２．地域課題解決・産業振興
に係る総務省の直近の取組



(3) 事業活動の合理化・効率化に資する取組事例③（鉄道） 94

時間基準保全 状態基準保全

● 定期的な目視による
線路巡視点検

現状 実装時

ローカル5G
＠駅ホーム

●AI解析による閉扉判断自動化
●乗務員室からドア周辺状況の遠隔監視

車載モニタリングカメラとAIを活用した線路巡視業務の高度化 高精細カメラとAIを活用した車両ドア閉扉判断の高度化

入構時に
ローカル5G通信

 異常を自動検知し、線路内目視検査・巡視の負担軽減  閉扉判断自動化による運転支援業務の省力化・安全性向上

● 車載モニタリングによる線路内検査、
目視の省力化

現状 実装時
駅係員による判断・合図 AI解析による閉扉判断

異常検知

乗降状況

閉扉判断

● 目視確認・判断による
運転支援業務

概要 線路巡視業務・運転支援業務の高度化（東急電鉄等）

【実証内容】
・駅構内にローカル5G環境を整備。高画質車載カメラと
AIを活用して、沿線設備の異常を自動検知。
・駅ホームのカメラ画像をAIで解析し、車両ドアの閉扉判
断を自動化。

【効果】
・線路内目視検査・巡視の負担を軽減。
・運転支援業務の省力化・安全性向上。

⇒ 鉄道運行の労働者不足・技術者減少に対応

検討項目④
２．地域課題解決・産業振興
に係る総務省の直近の取組



(3) 事業活動の合理化・効率化に資する取組事例④（自動運転） 95

概要 空港制限区域内におけるターミナル間連絡バスの複数台遠隔型自動運転（レベル4相当）に向けた
実証（成田市）

【実証内容】
・空港制限区域内にローカル5G環境を構築し、３つの旅
客ターミナル間の自動運転、複数台の遠隔監視映像配
信、代替ルートを想定したキャリア通信・ローカル5G切替
動作等、遠隔型自動運転（レベル4相当）に向けた実
証を実施。

【効果】
・自動運転技術の導入を通じ、将来の空港における地上支
援業務等の効率化、省人化、車両事故低減を実現。

⇒移動・物流サービスにおける将来的なドライバ人材不足
に対応

チャネル①
ローカル
5G網

チャネル②
キャリア通信

冗長化された
無線通信遠隔監視用カメラ7台

×車両台数

・映像配信
・音声配信

車両の走行計画の
承認指示

自動運転車両 遠隔監視室

1）３つの旅客ターミナル間の自動運転の検証

2）複数台の同時運行に向けた遠隔監視・映像配信の検証

3）代替ルートを想定したキャリア通信・ローカル5G切替動作の検証

成田国際空港 第1～第3
ターミナル間にてレベル４相
当の自動運転の実証を実
施（見通しの悪いカーブを
含む総延長約5km)

*切替ポイントでの
映像のスムーズさ確認

通常ルート 代替ルート 通常ルート

ローカル5G
キャリア通信

ローカル5G

第３
ターミナル

遠隔監視

映像配信

遠隔監視室
遠隔監視

映像配信

第２
ターミナル 第１

ターミナル

自動運転車両 自動運転車両

ローカル５Gエリア

成田国際空港

自動運転車両 遠隔型自動運転システム

見通しの悪い
カーブを自動走行

代替ルートを運行する際
でも遠隔型自動運転を
維持できるよう、キャリア
通信との切替動作の検
証を実施

成田国際空港 第2～第
3ターミナル間にて、複数
車両の同時運行に向けた
遠隔監視・映像配信の実
証を実施

ローカル５Ｇ基地局

遠隔監視システム

●システム異常監視

●有人による
安全確認

●自動運転システム
モニタリング

・認識結果
・走行計画

●自動運転システム
への指示出し
（発進・ドア開閉）

検討項目④
２．地域課題解決・産業振興
に係る総務省の直近の取組



３．地域課題解決・産業振興に係るその他省庁の直近
の取組

検討項目④
３．地域課題解決・産業振興に
係るその他省庁の直近の取組

96



(1)デジタル田園都市国家構想「デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）」

【出典】デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）ウェブページ「デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプTYPE123等）制度概要」
（https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/pdf/digidenkohukin_2023type1_gaiyou.pdf）

検討項目④
３．地域課題解決・産業振興に
係るその他省庁の直近の取組

【デジタル田園都市国家構想交付金 令和５年度補正予算額７３５億円の内数】

97



(2) デジタル行財政改革

【出典】デジタル行財政改革会議（第１回）「資料４ デジタル行財政改革について」
（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_gyozaikaikaku/kaigi1/kaigi1_siryou4.pdf）

検討項目④
３．地域課題解決・産業振興に
係るその他省庁の直近の取組
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(2) デジタル行財政改革 99

○ 「人口減少・高齢化・過疎化・人手不足への対応」、「経済成長・スタートアップ支援」、「行政の効率化・不
便の解消」の観点から、主な改革への取組に着手。

分野 デジタルで解決すべき課題（例） 検討の方向性（例）

教育
・デジタル教育環境の自治体間格差
・教師の不足・長時間勤務
・児童生徒のニーズ・特性の多様化

デジタル教材の共通利用基盤構築、GIGA端末・校務支援システムの活用
促進（更新時の広域での統一・共同調達）、多様な人材活用による教師
不足への対応、オンライン教育の活用、EdTechベンチャー活用 等

交通
・地域交通の担い手不足
・移動の足が不足
・自動運転・ドローンの活用の遅れ

タクシー・バス等のドライバーの確保、不便の解消に向けた地域の自家用車・
ドライバーの活用、自動運転・ドローン配送の事業化（インフラ整備・手続簡
素化等）、移動関係の需給の可視化基盤 等

介護等
・介護等の人材不足
・介護・医療等におけるデジタル技術の活用の
遅れ
・制度の持続可能性

デジタル技術の活用の加速化（ICT導入支援、介護報酬・人員配置、運営
協働化・大規模化、伴走支援、人材育成等）、介護の効果の計測、医療
アプリ・機器・システムの開発促進、オンライン診療の拡充・展開、医療・介護
テックベンチャーの活用 等

子育て・
児童福祉

・子育て世代等の負担
・サービスの質の確保

プッシュ型子育て支援、保育DXによる保育現場の負担軽減（ICT導入支
援等）、児童福祉等の相談窓口のマルチチャネル化、施設・自治体・国の
データ連携／AI活用相談支援、子育てアプリベンチャー等の活用、地域の関
係者が連携し、妊産婦が安心して出産・子育てをできる環境の整備 等

防災 ・避難所等における多様なニーズの把握と対応
マイナンバーカードを活用した発災時対応のためのインフラ、要配慮者等を含
む被災者対応の高度化（多様な民間ITソリューションを利用可能とする基
盤整備、調達改革）、防災テック等ベンチャーの活用等

インバウンド・
観光 ・外国人が利用するサービス改善

観光客増加に対応した手続の総点検、インバウンドの利便性向上、外国人
による金融機関の利用や少額の外国送金の円滑化、訪日外国人の民間医
療保険加入の在り方 等

スタートアップ ・スタートアップの成長促進 スタートアップ設立円滑化のための公証人による定款認証に関する見直し、公
共調達におけるスタートアップ参入機会の拡大 等

【出典】デジタル行財政改革会議（第１回）「資料４ デジタル行財政改革について」
（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_gyozaikaikaku/kaigi1/kaigi1_siryou4.pdf）を基に作成

検討項目④
３．地域課題解決・産業振興に
係るその他省庁の直近の取組
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